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２Ｃ１８ 

事業化を想定したサービス研究開発マネジメント 

― 介護業務支援プロジェクトの事例 ― 

 
○平林 裕治、青木 滋（清水建設）、内平 直志(東芝)、杉原 太郎（JAIST） 

 

１．はじめに 

研究開発プロジェクトの計画段階で最終成果を想定して製品やサービスの姿を描き、事業モデルを作

成するが、市場変化や経営資源(人・モノ・金)の条件が変わることなどの変動要因により、計画通りに

実現できることは限られている[1]。研究開発の目的の一つは、新たな事業領域を創出することである。

研究開発した成果を基にして製品やサービスを作り出して市場がその価値を認めて、事業として成り立

たせることである。この目的を実現するために、研究・開発・実証などの研究開発の各段階で、事業化

を想定した研究開発マネジメントが求められる。研究開発プロジェクトを成功させるためには、技術の

成熟度、対象市場の設定や市場変化、経営資源の条件変化などの個別条件や状況が変化してもプロジェ

クトメンバーが事業化までの目標を共有することが必要である。 

本報では産学連携の介護業務支援プロジェクトにおける研究開発マネジメントとして、プロジェクト

メンバー間での目標共有化のために事業モデルを作成したプロセスと、作成した事業モデルの内容につ

いて報告する。 

 

２．サービス研究開発プロセスと事業化との関係 

図１に示すように、サービス最適設計ループ（観察・分析・設計・適用）をスパイラルアップするこ

とで研究開発成果の完成度が高められ事業化に繋がる[2]。図１の下部に示す「事業化の検討」は、研

究開発の成果を観察・分析してフィールド実験を重ねるにしたがって、事業モデルの内容が斬新的に深

堀していくことを表している。事業モデルは、研究開発プロジェクトの早期段階から継続的に検討しメ

ンバー間で共有化することに意義がある。特に、産学連携や異業種連携の研究開発プロジェクトでは、

異なる専門分野のメンバーが参加しているので、メンバー間の価値観の相違に配慮した目標共有が必要

になる[3]。 

 
３．つぶやき空間プロジェクト 

筆者らが参加している「つぶやき空間プロジェクト」の概要を説明する。つぶやき空間プロジェクト

は、科学技術振興機構（ＪＳＴ）の「問題解決型サービス科学研究開発プログラム」で、2010 年 10 月

に開始した３年間のプロジェクトで、現在約 1 年間が経過した。本プロジェクトは、清水建設、東芝、

図 1 サービス研究開発プロセスと事業化の関係 
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北陸先端科学技術大学院大学（JAIST）がコア組織であり、協力機関として病院や介護施設が参加して

いる産学連携プロジェクトである。 

本プロジェクトの目的は、看護・介護などの行動サービス現場における音声技術によるコミュニケー

ションを革新することである。音声メッセージを必要な利用者に必要なタイミングで配信することを目

指している。誰に音声メッセージを配信するかは、利用者がその場で指定する必要は無く、業務モデル

と利用者の位置情報から行動推定エンジンにより自動的に指定できる技術を開発する。 

 また、記録・連絡業務を情報システムで効率化する際の利用者の作業的・心理的ストレスについての

評価手法を確立する。さらに、様々な平面計画や動線計画の病院・介護施設の特性に合わせて、サービ

ス空間可視化・評価手法を確立する。位置情報とセンサ情報による行動推定とつぶやき情報を可視化し

て動線評価、負担感評価、業務効率評価などを複合した空間評価をすることを目指している。 

 

４．プロジェクトの目標共有 

つぶやき空間プロジェクトのメンバー間での目標共有のために、①対象サービスの設定、②技術と対

象サービスの関連付け、③事業モデル作成という 3 項目について検討した経緯と内容について述べる。 

 

４．１ 対象サービスの設定 

「音声つぶやきによる看護・介護サービス空間でのコミュニケーションを支援する情報システム」（以

後「業務支援情報システム」という）が本プロジェクトの創設時点で設定した対象サービスである。業

務支援情報システムは、サービス最適設計ループの「適用」に該当すると考えられる。プロジェクトの

進捗に伴って、プロトタイプの試作やフィールドでのインタビュー・実験を重ねるにしたがって、「適

用」の前段階の「分析（業務分析）」や「設

計（業務改善コンサル）」の重要性を意識す

るようになった。業務改善コンサルは、「適

用」を成功させるために、業務を見直して再

設計して業務支援情報システムの導入を促

進する機能がある。 

現在では、「分析」と「設計」に「適用」

が連なる図 2 の構成として対象サービスを

捉えるようになった。「適用」から「分析」・

「設計」に対象を広げ、これらを一体化して

扱うことが望ましいという考え方へ発展し

ていった。 

 

４．２ 技術と対象サービスの関連付け 

 図 3 は本プロジェクトで研究開発

している主な技術と対象サービスと

の関係を示している。  

業務改善コンサルを支える技術に

は、プロセス可視化、テキストマイ

ニング、オペレーション・リサーチ

がある。また、業務支援情報システ

ムのための技術には、音声つぶやき

コミュニケーション、屋内測位、行

動推定がある。 

技術を対象サービスにより２分類

したが、どの技術も業務記録や業務

分析にも適用することができる。こ

のことは対象サービスに「分析」と

「設計」を加えたことで浮き彫りに

なった。これらの関連を図 3 に点線

で示している。 

図 2 対象サービス 

図 3 技術と対象サービスの関連付け 
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４．３ 事業モデルの作成 

対象サービスを事業展開するための枠組みを事業モデルとしてまとめた（図 4）。 

誰に何をどのように提供するのか、つまり、ターゲット顧客、提供価値、販売チャネルと販売のタイ

ミング、経営資源とコアコンピタンスという切り口で事業モデルを整理している[4] [5]。 

ケース 1は、業務支援情報システムの設置だけでなく、運用時のメンテナンスも含めてライフサイク

ルで情報システムをサポートするシステムインテグレータの事業である。業務支援情報システムを導入

するために、既存の情報システム・医療機器等と統合することやトラブル時に対応できる経営資源が必

要である。業務支援情報システムの老朽化や陳腐化による新規導入や更新時が導入のタイミングとなる。 

ケース 2は、看護や介護の業務改善を中心にして展開する事業で、医療福祉系コンサル会社が主体と

なって事業化することを想定している。業務改善プロジェクトを顧客と一緒に立ち上げて、業務分析と

業務改善コンサルを中心に行い、業務支援情報システムとして導入を支援する事業である。介護・看護

業務を熟知したコンサルティング能力がコアコンピタンスとなる。看護・介護業務の問題が具現化して、

業務改善が必要なときが導入のタイミングとなる。 

ケース 3は、建築付帯事業、またはエンジニアリング事業として、建設・エンジニアリング会社が主

体となって、情報システムだけでなく建築設備や動線の設計、医療機器等との統合まで含めて“まるご

と”インフラを提供する事業である。音声つぶやきによる業務支援情報システムをコア技術として関連

するシステムを総合した、総合エンジニアリング能力が決め手となる事業である。老朽化・陳腐化によ

る施設の建替えや改修時が導入のタイミングとなる。 

本プロジェクトの創設段階では、サービス最適設計サイクルの「適用（業務支援情報システム）」を

中心としたケース 1 の事業モデルが念頭にあった。対象サービスを「分析(業務分析)」と「設計(業務

改善コンサル)」拡張する過程で、ケース 2 の事業モデルに発展した。さらに、対象サービスを統合し

て捉えることで、ケース 3の事業モデルを発想した。 

以上のように、対象サービスを明らかにすることで事業モデルを斬新的に発展させることができた。 

 

 
 

 図 4 サービスの事業モデル（静的ビジネスモデル） 
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５．プロセス可視化の事例 

３次元動画によるプロセス可視化を事例として取り上げて、技術と対象サービス、事業モデルの関係

を具体例で説明する。 

３次元動画によるプロセス可視化は、介護スタッフとの対話を円滑にして情報システムの導入の障壁

を少なくすることを目的としている。図 5は、介護スタッフの頭上に情報伝達の内容を示すことでコミ

ュニケーション内容を表示して、業務分析と業務改善コンサルへ適用するためのプロセス可視化のプロ

トタイプである。 

業務分析では、介護スタッフ

の移動・滞留や、情報伝達の内

容・タイミングを可視化して、

介護サービスの現状を客観的に

把握することを目指している。  

この分析結果を業務改善コン

サルにも利用して、介護スタッ

フのニーズを確認して、主体的

に改善の知恵を発揮できるよう

に導くことができると考えてい

る。これまでに介護スタッフが

気付かなかったことを表出化し

て、業務改善に繋げることを狙

っている。 

３次元動画によるプロセス可

視化の対象サービスは「分析」

と「設計」で、事業モデルのケ

ース2とケース3に適用できる。 

 

６．まとめ 

「プロジェクトを成功させるためには、技術の成熟度、対象市場の設定や市場変化、経営資源の条件

変化などの個別の条件や状況変化してもプロジェクトメンバーと事業化までの目標を共有化すること

が必要である」という問題意識から、筆者が現在参画している産学連携プロジェクトでメンバーの目標

共有化のために、プロジェクトが 1年間経過した段階で対象サービスと事業モデルを整理した。対象サ

ービスを明確にし、技術と関連付けをすることにより、事業モデルを複数のケースに展開し発展させる

ことができた。また、事業モデルの作成時に顧客ニーズに応じた提供価値を想定することで、コアコン

ピタンスや事業に求められる技術を抽出して、サービス研究開発マネジメントに活かすことができた。 

 今後は、事業モデルの内容を充実さて具体化するための議論をする過程で、プロジェクトの成功イメ

ージをメンバー間で共有し、技術や対象サービスの課題を明確にして、事業化を想定した研究開発を推

進してゆく予定である。 

なお、本研究は独立行政法人科学技術振興機構、社会技術研究開発センターの支援を受けて行われた。 
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図 5 業務分析と業務改善コンサルへ適用する 
プロセス可視化のプロトタイプ 




